
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 職員旅費 1.3 1.3

翌年度へ繰越し（D) - - - -

56.2

2.1

0

※金額は単位未満を四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

令和６年度において、信頼できる言語資源としての現代日本語の保存・
活用のためのデジタル基盤整備事業、国語に関するポータルサイトの開
発・調査研究事業を新たに要求（要望）しているため、要求額が増加して
いる。

重要政策推進枠　345百万円

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

全国16歳以上の男女個人6,000（令和元年度までは3,000人）に対し、郵送調査法（令和元年度までは調査員による面接聴取法）により、現代の社会状況の変化に伴う日本人の国
語に関する意識や具体的な言葉の理解の状況について調査する。ユネスコから消滅の危機にあるものとして挙げられた8言語・方言等の現況について周知するとともに、保存・継
承に資する調査研究、アーカイブ作成支援等を実施する。また、指導主事及び初等中等教育諸学校の教職員並びに大学等の教職員をはじめ国語に関心のある者の参加を募り、
我が国の国語施策について周知するとともに、国語をめぐる諸問題を取り上げ、改善の方法等について研究協議する協議会の開催や国語審議会や文化審議会における国語に関
する答申等の情報をウェブサイトで提供する。
さらに、令和６年度からは、信頼できる言語基盤の保存・活用を進めるため、２００５年に国（独立行政法人国立国語研究所）が策定した「現代日本語書き言葉均衡コーパス」を国立
国語研究所と連携を図り、必要とする規模に拡充を図るとともに、敬語、公用文、言葉の使い方など、国民の円滑なコミュニケーションが図られる社会を実現するため、信頼できる
国語の普及を図る、国語に関するポータルサイトを構築する。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 41.7 43.3 50

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

48.5 48.4 58.3 71.5 417

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 48.5 48.4 58.3 71.5 417

- - -

-

昭和43年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0422

文部科学省

政策 １２　文化芸術の振興

事業の目的
（5行程度以内）

日本人の国語に関する意識や理解の現状を調査し、その結果についての広報と報道機関等の報道を通じて、より多くの国民の国語に関する興味・関心を喚起する。また、学校教
育に携わる国語教育関係者等に対して、国語施策に関する理解を促す協議会を開催することにより、効果的な国語施策の普及を図る。また、ユネスコの報告国連諸委員会からの
勧告等を踏まえ、消滅の危機にある言語・方言の状況改善を図る。
さらに、令和６年度から、ＤＸ社会における保存と活用を意図した、信頼できる国語の基盤強化を図るため、言語・教育等の研究、辞書編纂、自然言語処理に活用できる日本語の
大規模データベース（コーパス）の構築、敬語の使用や公用文の作成等に関して分かりやすく適切かつ具体的な情報を参照できるポータルサイトを構築し、円滑なコミュニケーショ
ンの実現に資する環境を整備する。

国語課 国語課長　圓入由美

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

文化芸術基本法　第18条
アイヌ施策推進法　第3、4、5条

関係する
計画、通知等

文化芸術推進基本計画（第１期）（平成30年3月6日閣議決定）
アイヌ施策の総合的かつ効果的な推進を図るための基本的な方針（令和元
年9月6日閣議決定）
Atlas of the World's Languages in Danger（平成21年2月UNESCO発表）

事業名 国語施策の充実 担当部局庁 文化庁 作成責任者

事業開始年度

施策 １２－１　文化芸術の創造・発展・継承と教育の充実

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20210922-mxt_kanseisk02-
000017742-12_1.pdf

(目)

事業概要URL
https://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kokugo_shisaku/index.html

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 71.5

399

86%

1.8

執行率（％）
=(G)/(F)

86% 89% 86%

文化振興費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
86%

主な増減理由（・要望額・予備費）

89%

令和6年度要求

(目)

(目)

7.8

　

　

　

(目)

4.3 4.6

0

9.8

文化芸術振興委託費

庁費

委員等旅費

諸謝金

その他

417

「国語に関する世論調査」を毎年度実施し、その結果については全国紙５紙に掲載されている（全国紙５紙における掲載数の実績）。こうした報道を通じて、これまでも比較的高い
水準にある、国民の国語に対する関心の高さ（81.8％）を維持し、更に高めることで、国語に関する意識の向上を図ることが課題である。（令和３年度「国語に関する世論調査」）
また、学校教育に携わる国語教育関係者等に対して毎年度、国語問題研究協議会を開催している。参加者が「参加して知ったこと・気付いたことを自分の生活や仕事に生かしたい
と思う」割合は98.7％と高い（令和４年度「国語問題研究協議会」参加者アンケート）。その水準を維持しつつ開催を重ねることで、参加者がその教育等を通じて国語施策の普及に
寄与することにつなげていくことが課題である。
ユネスコによる「世界消滅危機言語地図」の発表や東日本大震災の影響で、国内の方言やアイヌ語が消滅の危機に瀕していることが知られるようになった。保存・継承の取組も行
われるようになっており、成果も認められ始めている。しかし、アイヌ語は日常生活で使われる場面はなく、アイヌ語に触れられる環境の整備がアイヌ語復興の第一歩であり、
Corpus分野とPrestige分野での取組の継続が課題である。
言葉や言葉の使い方について社会全般で課題と思う者が約８割（令和３年度「国語に関する世論調査」）と、これまで国が示してきた目安・よりどころ等が国民に十分浸透していな
い面がある。また、生成AIをはじめDX社会における言語資源としての日本語の基盤強化を図ることが必要とされている。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-

55 5

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

国民の国語に対する関心が高まることで、言動に表れるような能動的な意識の向上につながることが重要である。国民の国語に対する能動的な意識が向上する
ことを長期アウトカムに設定した。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

- 81.8

7

目標値 7

100 100

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

10

「国語に関する世論調査」の結果を広く国民に周知し、国語に対する意識の向上を図るために、調査結果の公表が行われたと広く知られることが重要である。様々
な媒体へ記事を寄稿することで関心を喚起するとともに、全国により広く伝えることのできる全国紙５紙に掲載、配信者２社から配信されることを短期アウトカムとし
て設定した。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

5

令和2年度 令和3年度 令和4年度
10 年度

-

7

目標年度

5

「国語に関する世論調査」の結果について、全国紙等で掲載され目に触れる機会が増加することにより、国民の意識に変化が見られることが重要である。国語に
対する国民の意識の向上の前段階として、国民の国語に対する関心が高まることを中期アウトカムとして設定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

全国紙5紙の掲載紙数、配信社2社の配信社数（実績）

令和2年度 令和3年度

-

-

15

定量的な成果指標

国民の国語に関する関心が高まる。 目標値 ％ - -

年度

国民の国語に対する能動的な意識が
向上する。

「あなたは、ふだん、あなた自身の言
葉の使い方について、どの程度気を
使っていますか。」という質問に対し、
「気を使っている」と回答した者の割
合（平成24年度77.9％） 達成度

単位 令和2年度

-

- - -

「あなたは、日常の言葉遣いや話し方、あ
るいは文章の書き方など、国語について
どの程度関心がありますか。」という質問
に対し、「関心がある」と回答した者の割
合

成果実績 ％ -

目標最終年度

達成度 ％

85

↓

活動内容①
（アクティビティ）

「国語に関する世論調査」の結果について
の広報と報道機関等の報道を通じて、より
多くの国民の国語に関する興味・関心を喚
起する。

雑誌等に対する「国語に関する世論調査」
の解説・広報記事の寄稿記事数（メールマ
ガジン、文化庁のSNSを含む。）

活動実績

年度

7 7

定量的な成果指標 単位

本 8

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 本

- -

5

活動目標 活動指標

5

達成度 ％

-

↓

「国語に関する世論調査」の認知度を
上げ、国民への周知を図るため、全国
紙5紙に掲載、配信社2社から配信され
るようにする。

全国紙5紙、配信社2社に
おける掲載紙数・配信社数
の合計（令和4年度全国紙
記事数：10 (令和4年9月～
10月の記事)）

成果実績 7 7

100

広く国民に結果を周知することを通じて、「国語に関する世論調査」を実施し、結果を公表することで、国語に対する意識の向上に寄与する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「国語に関する世論調査」（調査年度の次年度に結果公表）

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「国語に関する世論調査」（調査年度の次年度に結果公表）

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

80

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - - -

目標値 ％ - - -



95

活動内容②
（アクティビティ）

学校教育に携わる国語教育関係者や国語に関心のある人等に対して、国語施策に関する理解を促す協議会を開催し、国語施策の普及に寄与する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

学校教育に携わる国語教育関係者等
に対して、国語施策に関する理解を促
す協議会を開催する。

「国語問題研究協議会」の
参加者数

活動実績 人 - 414 823 - -

当初見込み 人 400 400 400 400 400

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

毎年度、国語施策に関する理解を促す協議会を開催することにより、国語施策の普及を図る。そのためには、協議会の内容に対する肯定的な感想をもった学校教
育に携わる国語教育関係者等が行う教育などにより、更に多くの人に対する国語施策の普及につながることが重要である。そこで、協議会の参加者の国語教育
関係者等に対して、満足度95％以上となることを短期アウトカムに設定した。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

「国語問題研究協議会」の参加者の学
校教育に携わる国語教育関係者等に
対して、満足度95％以上を目指す。

「国語問題研究協議会」の参加者アン
ケートにおいて、受講して「大変良かった」
「まあ良かった」「余り良くなかった」「全く
良くなかった」のうち、「大変良かった」「ま
あ良かった」と回答する人の割合。「大変
良かった」「まあ良かった」と回答した数÷
参加者アンケート回答数

成果実績 ％ - 100 98 -

目標値 ％ - 95 95 95

達成度 ％ - 105.3 103.2 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「国語問題研究協議会」参加者アンケート

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

協議会の開催により、参加者の意識に変化が見られることが重要である。参加者の学校教育に関わる国語教育関係者等が、その教育を通して国語施策の普及に
貢献する前提として、国語施策に対する関心が高いことを中期アウトカムに設定した。

成果目標及び成果実績
②-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

10 年度

「国語問題研究協議会」の参加者の学
校教育に携わる国語教育関係者等の
国語施策に対する関心が高い。

「参加して、国語問題について
関心が高まりましたか。」とい
う質問に対して、「とても高まっ
た」「ある程度高まった」と回答
する人の割合。

成果実績 ％ - - -

目標値 ％

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「国語問題研究協議会」参加者アンケート

- -

98

95

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「国語問題研究協議会」参加者アンケート

↓
成果目標②-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

国語施策を更に普及するためには、協議会の参加者の学校教育に関わる国語教育関係者等が、国語施策に対する関心を高めることで、国語施策の普及に寄与
する行動につながることが重要である。そこで、参加者がその教育等を通して国語施策の普及に貢献することを長期アウトカムに設定した。

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

15 年度

「国語問題研究協議会」の参加者の学
校教育に携わる国語教育関係者等が、
その教育等を通して国語施策の普及に
貢献するようになる。

「参加して知ったこと・気付いたこ
とを自分の生活や仕事に生かし
たいと思いますか。」という質問
に対して、「とてもそう思う」「ある
程度そう思う」と回答した者の割
合

- - 98.7 -

目標値 ％ - - - 95

達成度 ％ - - - -

成果実績 ％

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

当初見込み 時間 450 450 450

目標値 ％ 100 100 100 -

活動内容③
（アクティビティ）

アイヌ語学習者や研究者などアイヌ語に関心を持つ人々に対し、伝統的なアイヌ語をいつでもどこでも視聴でき、横断検索等も可能なアーカイブの作成を促すた
め、伝統的なアイヌ語の音声を加工可能なデジタルデータに整え、基盤整備を行う。

↓

活動目標及び活動実績
③

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込
権利者や管理者からデジタル化の希望のある、
伝統的なアイヌ語のアナログ資料を全てデジタ
ル化（R8まで）し、アイヌ語アーカイブ作成のため
の基盤を整備する。

消滅の危機度の高いアイヌ語のアナログ資料（推計
5,608時間、権利者にデジタ化の同意が得られないもの
や再生不能のものも存在）のうち当該年度にデジタル
化を完了した時間数（※なおジタル変換によってアナロ
グ資料時の時間数に影響は生じない。）

活動実績 時間 678 994 727 -

450 450

↓
成果目標③-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

伝統的なアイヌ語アナログ資料の多くは、収録内容がメモ書きされている程度で、その内容について、誰が話しているのか、何を話しているのか、いつごろのもの
かなど分からないままデジタル化の依頼が行われている。デジタル化によって加工しやすい状態で保存されることになる。さらに、プライバシーの問題がなく、権利
者から公開の許諾を得られる、アイヌ語学習に資する資料を見極めるための情報を提供することで、アーカイブを作成し、公開するかどうかの判断が行われること
につながる。

成果目標及び成果実績
③-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

毎年度、デジタル化したアナログ資料
内容と価値を全て把握することを目指
す。

当該年度にデジタル化が完了した、
アイヌ語のアナログ資料のうち、資料
の内容と価値を把握できた割合。成
果物で内容の確認が取れた媒体数
÷当該年度でデジタル化を行った媒
体数

成果実績 ％ 100 100 100 -

達成度 ％ 100 100 100 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

アナログ音声資料デジタル化一覧表（委託事業成果物）

↓
成果目標③-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

伝統的なアイヌ語アナログ資料がデジタル化されて加工しやすい状態になり、その収録内容の確認ができることで、公開可能な資料を持つ資料管理者がアーカイ
ブを作成し、公開することに踏み出すことを決断し、いつでも、誰でも、どこからでも、アイヌ語に触れられる場が整備されていくことにつながる。

-

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

文化庁「アイヌ語のアーカイブ作成支援事業」の採択実績（公開可能な資料を持つところがどれだけあるか分からないため、目標値は設定せず、成果実績の増加
を見て評価する。ただし、アイヌ語ができる人材が少ない上、公開可能な資料を１箇所で大量に持っていることで同一箇所での作成が続き、なかなか別箇所で新し
いアーカイブ作成に取り掛かれない現実があるため、箇所数が急増することはない。）

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ③について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ③についてアウトカムが複数設定できない理由

-

成果目標及び成果実績
③-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

資料のデジタル化を受け、公開可能な
資料を持つ資料管理者によって、アイ
ヌ語のアーカイブ作成に取り組むところ
が増加していく。

デジタル化事業を受けてアイ
ヌ語のアーカイブを作成して
いるところの数

成果実績 箇所 2 2 2 -

目標値 箇所 - - -



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ④について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ④についてアウトカムが複数設定できない理由

-

65 70 70 -

目標値 件 - - - 80

達成度 ％ - - - -

成果実績 件

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

大学共同利用機関法人国立国語研究所の「現代日本語書き言葉均衡コーパス」（BCCWJ）の利用契約数

成果目標及び成果実績
④-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

11 年度

言語データベース（コーパス）の学術、
民間等の商業利用の活性化

言語データベース（コーパス）
の利用契約数

- - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

大学共同利用機関法人国立国語研究所の「現代日本語書き言葉均衡コーパス」（BCCWJ）のサイトのアクセス数

↓
成果目標④-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

言語データベースは、書籍・新聞等から、現代日本語の縮図となるように統計的に適切な文のサンプルを選択・特定し、著作権処理をした上で、日本語の品詞、意
味、文構造等の情報を付与し、電子データ化が図られる。１年間に４千万語を整備し、５年間で２億語が追加されるため、学術研究、自然言語処理、言語教育、言
語政策、辞書編纂等に幅広く活用され、現代日本語の国内外の活用・普及を図る。

↓
成果目標④-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

日本語の大規模データベース（コーパス）は、言語研究、情報処理、言語教育、辞書編纂、さらにはAIの学習など、様々な用途に活用できるものであり、データベー
スの活用を図る目標として、利用者数（データベースのアクセス数）を成果目標とした。

成果目標及び成果実績
④-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

7 年度

日本語の大規模データベース（コーパ
ス）の利用者数の増加

国が整備した言語データベー
スのサイトのアクセス数

成果実績 万回 98 99 99 -

目標値 万回 - - - 100

達成度 ％

ＤＸ社会における保存と活用を意図した、信頼できる国語の基盤強化を図るため、言語・教育等の研究、辞書編纂、自然言語処理に活用できる日本語の大規模
データベース（コーパス）を構築することが必要であり、諸外国（英国、米国、仏国、韓国等）と同様、母語の大規模な言語データベースを国として整備・更新を図る。
具体的には、20年以上前に国（独立行政法人国立国語研究所）が整備した現代日本語の言語データベースを拡充する。

↓

活動目標及び活動実績
④

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

国が整備した言語データベースを現在
の日本語の情報に更新するための体
制を構築する。

2005年に整備した1億語の言
語データベースを３億語とする
こと。

活動実績

当初見込み 万語 4,000

活動内容④
（アクティビティ）



成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

構築するポータルサイト「言語の疑問解決室」で実施するアンケート（令和１０年度時点での結果）の回答

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ⑤について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ⑤についてアウトカムが複数設定できない理由

-

成果目標及び成果実績
⑤-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

10 年度

言葉や言葉の使い方について課題が
あると感じている人たちにとって、この
ウェブサイトの情報が助けになるとする
割合の増加

ポータルサイトで実施するアン
ケートにおけるの割合（「そう
思う」との回答）

成果実績 ％ - - - -

目標値 ％ - - - 70

達成度 ％ - - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

構築するポータルサイト「言葉の疑問解決室」（令和７年度公開）の総アクセス数

↓
成果目標⑤-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

構築するポータルサイト「言語の疑問解決室」のウェブコンテンツが充実することにより、国民が安心して信頼できるポータルサイトの認知度が向上し、ポータルサ
イトの利活用が促進し、円滑なコミュニケーションが広く行われていく社会の実現を図る。

- 2,000

↓
成果目標⑤-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

国語に関する疑問を解決できるために必要なウェブコンテンツの充実により、国民の円滑なコミュニケーションに資する目安、よりどころとして、多くの活用が期待さ
れる。構築するポータルサイトの利用者数の増加は、国民の活用する指標として客観的に判断できるため、成果目標とした。

成果目標及び成果実績
⑤-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

8 年度

構築するポータルサイトの利用者数の
増加

構築するポータルサイトのア
クセス数

成果実績 万回 - - - -

目標値 万回 - - - 120

活動内容⑤
（アクティビティ）

敬語の使用や公用文の作成、言葉の使い方等、国語に関する疑問を感じたときに参照できるポータルサイトを構築し、円滑なコミュニケーションの実現に資する環
境を整備する。国が過去に刊行した「言葉に関する問答集」の内容を更新したものや、文化審議会で答申した「敬語の指針」や内閣官房長官通知となった「公用文
作成の考え方」等について分かりやすく具体的に説明した動画も含めたウェブコンテンツを作成し、公開する。

↓

活動目標及び活動実績
⑤

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

国語に関する疑問を解決できるために
必要なウェブコンテンツの充実

ウェブコンテンツの作成数
活動実績 項目 - - - - -

当初見込み 項目 - - -

-

-

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

-



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和11年度実施)

-
点検結果

各事業の受託者より提出された調査研究報告書等の成果物については、検査と確認を行う
ほか、必要に応じて契約関係書類を提出させることにより、委託費の支出に係る費目と使途
の確認を厳格に行った。調査結果については、各報道機関への情報提供や文化庁Ｗｅｂサ
イトに掲載、調査研究の成果報告会を開催（オンラインも含む。）、文化審議会国語分科会
へ報告するなど、国民に対する情報公開の責務を適切に果たした。

成果指標について、事業の進捗に応じた適切な見直すべきである。また、事業の実施方法等についても工夫すべきである。

外部有識者の所見

成果指標について、事業の進捗に応じた適切な見直しが必要である。また、事業内容については達成手段としてはおおむね認められるものの、実施方法等については工夫が必要である。

0384

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0352

-

-

令和2年度 文部科学省

　

0354

0381

令和4年度 2022 文科 21

一者応札にならないように、より多くの者に知っていただくために広く広報を行うことなどに努め、引き続き、これまでの蓄積された成果を有効に
活用できるよう工夫に努める。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 386

平成29年度 394

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 445

平成25年度 410

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

成果指標について、事業の進捗に応じて見直していく。また、事業の実施方法等についても検討していく。

事業内容の一部改善

年度内に改善を検討

403

平成30年度 398

平成23年度 421

平成26年度 409

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善



　

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文化庁

５０万円

諸謝金 ０．４百万円

職員旅費 ０．８百万円

委員等旅費 ０．５百万円

庁費 ４．８百万円

を含む

危機的な状況にある言語・方言の
活性化・調査研究事業調査及び調査研究

委託【一般競争契約（総合評価）】

Ａ 一般社団法人中央調査社等

（２件）

２２．３百万円

「国語に関する世論調査」等を実施。

B 公益財団法人

アイヌ民族文化財団等

（３件）
１４．８百万円

「アイヌ語の保存・継承に必要な
アーカイブ化」を実施。

C 国立大学法人

東北大学等
（２件）

６．４百万円

委託【随意契約（企画競争）等】 委託【随意契約（企画競争）】

「消滅の危機にある方言の記録
作成及び啓発事業」を東日本大
震災被災地の方言を対象として
実施。



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

100％

2 国立大学法人琉球大学 6360005001332
「消滅の危機にある方言の記録作成
及び啓発事業」の実施

2.8
随意契約（企画

競争）
2 100％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人東北大学 7370005002147
「消滅の危機にある方言の記録作成
及び啓発事業」の実施

3.6
随意契約（企画

競争）
2

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

3 74％3 株式会社東京光音 8012401020568
「アイヌ語アナログ音声資料のデジタ
ル化及び収録内容調査分析」の実施

3.5
一般競争契約
（最低価格）

2
公益財団法人アイヌ民族文
化財団

1430005001164
「アイヌ語のアーカイブ作成支援事
業」の実施

5.6
随意契約（企画

競争）
1 100％

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人アイヌ民族文
化財団

1430005001164
「アイヌ語アーカイブ作成推進のため
の人材育成事業」の実施

5.7
随意契約（企画

競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

1 92％2 凸版印刷株式会社 7010501016231
「出現文字列頻度数調査」の
実施

9.7
一般競争契約
（総合評価）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 一般社団法人中央調査社 9010005018193
「国語に関する世論調査」の
実施

12.7
一般競争契約
（総合評価）

2 97％

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

計 3.6 計

管理費 一般管理費 0.1

事業費 諸謝金、通信運搬費、雑役務費、損借料等 0.8

再委託費 再委託費 2.7

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

3.7 再委託費 再委託費

諸謝金、通信運搬費、雑役務費、損借料等 1.4

管理費

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

管理費 一般管理費 1.2 事業費

計 12.7 計 5.7

一般管理費 0.4

1.7

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費 諸謝金、通信運搬費、雑役務費、損借料等 7.8 人件費 賃金 2.2

人件費 賃金


	行政事業レビューシート

